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ガイダンスの基本構成

ガバナンス

戦略

リスクと機会

指標と目標

ビジネスモデル

価値観

サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環を持続的に推進するための体制

時代とともに変化する社会課題の中で、ある社会課題を経営課題ないしは事業
機会として捉え、ビジネスモデルや戦略に落とし込む際の判断軸

サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環を組み込んだ経営戦略

戦略の達成度と効果、リスクと機会の評価・管理

企業と投資家等との円滑な対話・価値協創につなげるため、多様なサーキュ
ラー・エコノミーの取組の整理・類型化

世界経済全体としてサーキュラー・エコノミーへの転換が進む中で、線形型のビジネ
スモデルに依存するリスク、循環型のビジネスモデルへ移行する機会、及び循環型の
ビジネスモデルへ移行する際の留意事項

 サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環について企業と投資家等が対話を実施する上では、
それらをどのように捉え、事業を通して、中長期的にどのような方向性のもと取り組んでいくのかにつ
いて、全社的なメッセージが重要な要素となる。このため、主要なESG情報開示フレームワークの
共通点を参照しつつ、「価値観」という項目を加えた全６項目をガイダンスの基本構成とする。

 本資料では、「ガバナンス」、「戦略」、「指標と目標」について御議論頂く。



１．ガバナンスの記載方針・記載事項

２．戦略、指標と目標の記載方針・記載事項

３. ご議論いただきたい論点
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 取締役会または社内委員会において、サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環の戦略や指
標と目標をモニターし評価する体制を構築できているか、といったサーキュラー・エコノミーやプラス
チック資源循環を持続的に推進するための体制を示すことが重要。

 「価値観」で示した方針等を社内に浸透させ、「戦略」が着実に実行されることと関連付けて示すこ
とが重要。

「ガバナンス」に盛り込むべき内容

「ガバナンス」のポイント（案）

a. 取締役会及び／または委員会（監査、リスクその他の委員会など）において、サーキュ
ラー・エコノミーやプラスチック資源循環を議題として取り上げ、モニターし評価する体制を
構築しているか。

b. サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環に関する全社的・中長期的な方針等を
具体化する「戦略」や「指標と目標」の進捗を、PDCAサイクルの中で定期的にモニター
し、改善に向けて取り組んでいるか。

c. サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環に関する全社的・中長期的な方針等が、
社内に浸透するプロセスを有しているか。
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（参考）価値協創ガイダンスにおける「ガバナンス」の記載



5（資料）気候関連財務情報開示タスクフォースの勧告：最終報告書（サステナビリティ日本フォーラム、私訳、2018年10月）より作成

 気候関連のリスクと機会に関する取締役会の監視体制、リスクと機会の評価・管理する上での経
営者の役割を開示することを推奨している。

（参考）TCFD提言における「ガバナンス」の開示推奨項目

ガバナンス：気候関連のリスクと機会に関する組織のガバナンスを開示する。

推奨開示 a）
気候関連のリスクと
機会に関する取締
役会の監督について
記述する。

組織は、気候関連事項に関する取締役会による監督について記述する際、以下の事項などを考慮すべきである：
⁻ 取締役会および/またはその委員会（例：監査委員会、リスク委員会、その他委員会）が気候関連事項について報告を受け

るプロセスおよび頻度
⁻ 取締役会および/またはその委員会が次の各項目に関する見直しや指示にあたり、気候関連事項を考慮しているか：戦略、

主要な行動計画、リスクマネジメント方針、年度予算、事業計画ならびにパフォーマンス目標の設定、実施とパフォーマンスのモ
ニタリング、主要な資本的支出や買収、資産売却（ダイベストメント）

⁻ 取締役会が、気候関連事項に対処するためのゴールとターゲットに対する進捗状況をどのようにモニタリングし監督しているか

推奨開示 b）
気候関連のリスクと
機会の評価とマネジ
メントにおける経営陣
の役割を記述する。

気候関連事項の評価とマネジメントに関連する経営陣の役割を記述する際、組織は以下の情報を含めることを考慮すべきである：
⁻ 組織が経営陣レベルの職位または委員会に対し気候関連の責任を付与しているかどうか。付与している場合、担当経営陣ま

たは委員会が取締役会またはその委員会に報告するかどうか、またその責任には気候関連事項の評価やマネジメントが含まれ
ているかどうか

⁻ 関連する組織構造の記述
⁻ 経営陣が気候関連事項について報告を受けるプロセス
⁻ どのように経営陣が（特定の職位、および/または各経営委員会を通じて）気候関連事項をモニタリングしているか



6（出典）伊藤忠商事ESGレポート2019および伊藤忠商事ホームページより作成

 担当役員であるCAOの下に設置されたサステナビリティ推進室において、全社のサステナビリティ
推進のための施策を企画・立案。サステナビリティの主たる活動状況は取締役会にも定期報告。

 2019年には、「循環型経済」をテーマとして、経営幹部と外部有識者が参加するサステナビリティ
アドバイザリーボードを開催し、全社的なサステナビリティ推進へ反映している。

「ガバナンス」の事例：伊藤忠商事

• 方針の策定や重要な案件については社内委員会であ
る「サステナビリティ委員会」で議論・決定。

• 担当役員であるCAOが委員長を務める。

• 経営幹部と外部有識者が意見交換。
⁻ 2019年度テーマ：循環型経済における

サステナブルビジネスの方向性
⁻ 2018年度テーマ：気候変動

サステナビリティ推進体制



（出典）KAITEKIレポート2019（三菱ケミカルホールディングス）および三菱ケミカルホールディングスホームページより作成

 2019年5月に「サーキュラーエコノミー推進委員会」を立ち上げ、財務面・非財務面の双方の視
点からサーキュラー・エコノミーについて議論し、重要事項を執行役会議へ報告。

 本年4月には社長直轄の組織として「サーキュラーエコノミー推進部」を新設し、アカデミアとの共
同研究など、サーキュラー・エコノミーに関連するソリューションの提案と事業化を推進する。

「ガバナンス」の事例：三菱ケミカルHD

三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI推進体制
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１．ガバナンスの記載方針・記載事項

２．戦略、指標と目標の記載方針・記載事項

３. ご議論いただきたい論点
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資源調達リスク

• コバルトは埋蔵量が少なく、カントリーリスクを
抱えるコンゴに偏在。権益獲得競争が激化。

• 米国の人権保護団体がコンゴでのコバルト採
掘で児童労働を支援したとして米企業を提訴
（2019年）

レアメタルの偏在、鉱山労働者の
人権問題、資源採取に伴う

環境影響を踏まえた調達の必要性

9

 リスクを機会に転換する形で、サーキュラー・エコノミーを「戦略」に落とし込んでいる事例もある。

サーキュラー・エコノミーに係るリスクを機会に転換した「戦略」の事例

レピュテーションリスク廃棄物処理リスク

• 欧州のアパレルブランドが大量の売れ残り商
品を廃棄していたとして、欧米メディアから非
難をうけた。（2017～2018年）

• 世界各地の組織や個人からなるムーブメント
であるBreak Free From Plastic
（BFFP） 、世界中の海岸等で実施した清
掃活動に基づき、プラスチック汚染企業を発
表。

コバルト

（出典）環境省（2020）外国政府による廃棄物の輸入規制
等に係る影響等に関する状況調査結果、豊田通商ホームページ

• 中国は2017年に海外ごみの輸入禁止を事
前通告。「輸入廃棄物管理リスト」改定が行
われ、2019年末までに輸入禁止品目は段階
的に増加

• 輸入禁止を受けて国内でも処理コストが上昇

廃プラ類の
処理料金の
変化（中間
処理）

値上げ
（57.0％）

変化なし
（38.7％）

値下げ
（1.6％）

その他
（2.7 ％）

（出典）資源エネルギー庁、各紙報道、みんな電力ホームページ

ブロックチェーンによる鉱物資源の
トレーサビリティ確保

みんな電力とNPO法人ACEは、人権と環境に
配慮した原料を使ったバッテリーの開発と普及を
目的として、電力ブロックチェーン技術を応用展
開し、希少金属のトレーサビリティプラットフォーム
の構築を検討。

中国等の廃棄物輸入規制に伴う

処理コストの高騰

ワンウェイプラスチックへの依存、衣類
の売れ残り在庫の廃棄等への非難

リサイクル設備への投資

豊田通商、ヴェオリア・ジャパン、小島産業は、リ
サイクル施設などから回収されたミックスプラスチッ
クを素材ごとに選別・コンパウンドし、プラスチック
原料として再資源化する日本最大級のリサイク
ルプラスチック製造会社、プラニックを設立。

（出典）各紙報道、 BFFPホームページ、 RENUパンフレット

再生繊維製造により
服から服を生産

伊藤忠はプロジェクトRENUを立ち上げ。古着や
工場での生産時に出た残反（生地）を原料と
し、分解・再重合などといった工程を経ることで、
石油由来のポリエステルと比較してもクオリティが
劣らないポリエステルを生産し、新しい衣料品を
製造。

機会への転換 機会への転換 機会への転換
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「戦略」に盛り込むべき内容

「戦略」のポイント（案）

a. サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環に関する全社的・中長期的な方針等のもと、マテ
リアリティとして特定したリスクをどのように機会に転換していくかについて具体化しているか。
なお、事業や地域等に応じてリスクと機会は異なり得るため、事業を複数展開する企業やグロー
バルに展開する企業においては、適切な範囲で説明することが望ましい。

b. 短期・中期・長期の視野でリスクに備えるとともに、どのような資産への投資や経営資源の配分
等を行って、サーキュラーエコノミーやプラスチック資源循環を差別化要素、競争優位性につなげ
ていくのか。

 本ガイダンスの「戦略」では、「企業にとって重要課題（マテリアリティ）として特定したリスクをどのよ
うに機会に転換していくのか」、「時間軸を意識してリスクに備えるとともに、機会に転換するためにど
のような資産への投資や経営資源の配分を行うのか」といったサーキュラー・エコノミーやプラスチッ
ク資源循環を組み込んだ経営戦略を示すことを求めている。

 「リスクと機会」で特定したリスクに対して、「戦略」でどのようにリスクマネジメント、更には、機会へ転
換、その達成度と効果を「指標と目標」で検証するということを価値創造ストーリーの中で示していく
ことが重要。
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 本ガイダンスの「指標と目標」では、「戦略は着実に実行されているか」、「実行された戦略は、企業
の価値創造に適切につながっているか」という戦略の達成度と効果を示すことを求めている。

 ただし、業種や事業規模、操業地域等によって指標の定義や評価は厳密には異なり得るため、単
一の指標を用いた企業間の単純比較のためではなく、戦略の進捗度といった分析に活用すること
を主に想定している。

「指標と目標」に盛り込むべき内容

「指標と目標」のポイント（案）

a. 戦略の進捗を示すKPIを設定しているか。目標値とともに示すことが望ましい。

b. 特定したリスクと機会を評価する指標を設定しているか。その際、a.で設定したKPIと合わせて示
すことで、戦略が価値創造、リスクマネジメントにつながっているか、ストーリー性を持って確認でき
ることが望ましい。

留意事項：a.b.で設定した指標は、業種や事業規模、地域等によって異なるため、企業間の単純
比較というよりも、戦略の進捗度やリスク・エクスポージャーの減少といった一つの企業の
経年変化を分析する観点から、活用されることを意図している。



（出典）KUBOTA REPORT 2020より作成

 気候変動のみならず、循環型社会を含む5つの社会課題に関するリスクと機会を整理。その上で、
推進する重点施策をバリューチェーンに沿って整理。

 環境保全中期目標2020及び長期目標2030を策定し、指標と目標を設定し、進捗状況を開
示。指標と目標には、廃棄物排出量以外に、エコプロダクツ認定製品売上高比率等も含む。

「リスクと機会」、「戦略」、「指標と目標」を一貫して開示している事例：クボタ
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リスクと機会 重点施策 2020年目標



（出典）キリンホームページより作成

 「キリングループ環境ビジョン2050」の実現を目指し、2019-2021年中期経営計画の非財務目
標として「CSVコミットメント」を設定。CSV経営の理念を社内に浸透させるプロセスを確立するとと
もに、コミットメントごとに、アプローチ、成果指標、目標値を設定し、成果指標の進捗を毎年開示。

 「容器包装の取り組み」に関しては、リサイクル樹脂の使用率や容器材料のリサイクル性が指標。

「戦略」と「指標と目標」をつなげて開示している事例：キリン

CSVコミットメント及び成果指標（環境部分抜粋）
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成果指標 実績（環境部分抜粋）

コミットメント アプローチ 成果指標
成果指標

目標値（2021年）
CSV経営の理念を社内に浸透させるプロセスを確立

 国内の事業会社や機能分担会社において、各場
所・部門のリーダーが運営する「場所/部門フォーラ
ムを開催

 従業員がCSVを自分ゴト化する「CSV体験」を実
施

 統合報告書中において、個々の施策と2020年の
年間スケジュールを公開



（出典）Philips, Annual report 2019より作成

 サステナビリティに関するマテリアリティを特定。サーキュラー・エコノミーも重要課題として位置づけ。

 サーキュラー・エコノミーに関する取組として5つの柱からなるCEプログラムを策定。サステナビリティコ
ミットメントの一つとして、Circular revenues※を掲げている。

※全収益に占めるCircular製品・サービス（サービサイジング・リースや改修、再生部品や再生プラ使用製品等）の比率

「価値観」、「戦略」、「指標と目標」を開示している事例：Philips
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マテリアリティ

サーキュラー・エコノミーに関するプログラム

下記、５つの戦略的柱から構成される。
• 回収・再生・リサイクルを通じた既存製品のループを閉じる
• 循環経済原理を製品設計やビジネスモデルに組み込む
• 社外ステークホルダーとの連携
• 従業員の活性化と育成
• Proof pointsと測定基準による測定・監視

指標・目標

サステナビリティコミットメントの一つとし
て、「Circular revenues」を掲げて
いる。2020年の目標及び進捗を開
示。

「Circular revenue」の算定
対象となる循環製品・サービス

種類 概要

成果及びアクセスベースのモデル
• 所有権がPhilipsまたは提携金融会社といった責任ある方法で再利用

を行う主体に残っているハードウェアからの収益

サイトまたは遠隔におけるアップ
グレードや寿命延長

• 改修やソフトウエア更新を通じて機能高度化や寿命長期化を行った
ハードウェアからの収益

再生製品・システム
• 再生製品・システム（総重量のうち再利用部品（component）の

割合が30%を超える製品・システム）の販売収益

再生部品
• 再利用のために再生又は試験・修理される改修部品

（component）であり総重量のうち再利用部品の割合が30%を超
えるものからの収益。

再生プラスチックを含む製品
• 総重量のうちリサイクルプラスチックの割合が一定以上の製品（消費者

使用後のプラの場合25%、工業及び消費者使用後のプラの場合
30%）からの収益



 トヨタは環境問題を経営における最重要課題の一つと捉えており、「トヨタ環境チャレンジ2050」を
2015年に策定。環境の重要課題の一項目として、循環型社会・システム構築チャレンジを特定
し、2030のマイルストーンを提示。

「価値観」、「リスクと機会」、「指標と目標」を開示している事例：トヨタ

15（出典）トヨタ自動車 環境報告書2019より作成

トヨタ環境チャレンジ2050及び2030マイルストーン

2018年度の取り組みの総括として
以下が挙げられている。

• ベトナムで廃車適正処理のモデル
施設を設置。

• PHV用大型リチウムイオン電池の
取り外し動画マニュアルを作成し、
HV導入国へ展開。

• 電池のリユース・リサイクルでは、4
地域（北米、欧州、中国、アジ
ア）において推進組織を立ち上げ、
グローバルで取り組みを推進。

• 樹脂リサイクルの一層の推進を目
指し、再生樹脂市場の大きい欧
州で先行して、さらなる活用の検
討に着手。

• 生産分野では研磨かすの含水率
低減による有価物化など、日常の
廃棄物低減対策に継続して取り
組み、物流分野ではスリム化・リ
ターナブル化により、廃棄物の発生
および梱包・包装材使用量を着実
に抑制。
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 サステナビリティに関わる「重点課題(マテリアリティ）」を特定し、対応するリスク・機会、及びリスク
低減と機会創出のための仕組み（方針）を公表。

 その一つである「GREEN CHALLENGE 2050」では、容器への環境配慮型素材の使用率やプ
ラスチック製品の使用量等について、2030年の目標値と2050年の目指す姿を示している。

「価値観」、「リスクと機会」、「指標と目標」を開示している事例：セブン&アイHD

（出典）セブン&アイ経営レポート、同社HPより作成

マテリアリティと主なリスク・機会（環境部分抜粋）

重点課題（マテリアリティ)

「GREEN CHALLENGE 2050」と中長期目標

プラスチック資源循環に関する目標として、以下が掲げられている。
• オリジナル商品で使用する容器は、環境配慮型素材を2030年

には50%使用、2050年には100%使用
• プラスチック製レジ袋の使用量ゼロ。使用するレジ袋の素材は、

紙等の持続可能な天然素材にすることを目指す
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 マテリアリティを分析し、重要課題に対応していくためのコミットメント及び取組を公表。

 「プラスチック基本方針」において、素材の転換に関する2030年の目標値を示している。

「価値観」、「戦略」、 「指標と目標」を開示している例：サントリーHD

（出典）サントリーホールディングスHPより作成

サステナビリティに関するテーマとコミットメント（環境部分抜粋） プラスチック基本方針と基本方針における目標
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 マテリアリティを分析し、廃棄物削減を含む、重要取り組みテーマを選定。各テーマでリスク・機会を
分析し、方針や具体的な取組、指標及び目標値を公表。

 指標には、革新的なフィルム容器の年間普及量や廃棄物量が含まれる。

「戦略」、「リスクと機会」、「指標と目標」を開示している事例：花王

（出典）「花王サステナビリティ データブック Kirei Lifestyle Plan Progress Report 2020」、同社HPより作成

マテリアリティ 廃棄物削減に関するリスクと機会

「私たちのプラスチック包装容器宣言」

廃棄物削減に向けた方針・
取組として、4R（Reduce, 
Reuse, Replace, 
Recycle）の推進を宣言。

取り組みテーマごとの指標、実績、目標値(環境部分抜粋）
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 サーキュラー・エコノミーは多様な取組があり、また、それに伴うリスクと機会は、自社のビジネスモデル
や資産の寿命、操業地の地理的位置状況等などに左右される一方で、リスクと機会を評価・管理
し、戦略の進捗をモニターするためには一定程度の客観的な指標が有用。

サーキュラー・エコノミーのリスク・機会に沿った指標の整理（1/3）

線形経済に依存するリスク 循環経済に転換する機会 指標例 指標の例（企業の例）

政
策
と
法

 循環経済の観点から製造・
販売・使用・消費・廃棄をとり
まく規制や税制変更

 環境への影響が大きい素材
を使用している製品・ビジネス
モデルによる訴訟やリコール
要求

 循環経済の観点から製造・販
売・使用・消費・廃棄をとりまく
規制や税制変更の自社ビジ
ネスへの有効活用

 製品の長期使用または耐久性向上がなされた対象製
品で使用される材料の割合(質量ベース) 

 製品設計(例：製品の長寿命化設計)、ビジネスモデ
ル (例：回収/リファービッシュのスキーム）の導入状
況

リコー）省資源化率（総投
入資源量に対する新規投入
資源削減量の割合

 廃棄物管理コスト上昇  自社製品・副産物・廃棄物
を他社に提供することによる
廃棄物管理コスト削減

 再生可能な原材料・材料の投入量に副産物・廃棄
物由来が占める割合

 埋立又は焼却される廃棄物/副産物の割合
 リカバリ可能かつ実際に回収した素材の割合
 リカバリタイプ別（生分解、リサイクル、再製造、修復、

リユースなど）の資源の回収・循環の割合

Renault) 金属くずの分別・
転売による削減量
Veolia) 材料別の回収率、エ
ネルギー回収率

 製品の製造・焼却に対する
GHG排出規制

 エネルギー消費の削減  事業活動に使用するエネルギーのうち、再生可能エネ
ルギーの占める割合

 生産するエネルギーのうち再生可能エネルギーの割
合；年間総エネルギー生産量

Orange) リサイクルにより回
避されたGHG排出量
ブリヂストン）CO2原単位

技
術

 線形型ビジネスモデルの生産
設備等の座礁資産化

 自社製品・副産物・廃棄物の
再利用・再資源化、IoTを通
じた資源効率性向上による製
造コストの削減

 PPE資産(使用期間1年以上の有形固定資産)の耐
用年数終了後の、循環経済原則に準拠した計画の有
無

 循環ビジネスモデルをサポートするためのIT・デジタルシ
ステム、適切なインフラ、プロセスの整備状況

Google)データセンターでの稼
働を終えたサーバーを解体・イ
ンベントリに戻し、再使用する
Servers Buildプログラム
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サーキュラー・エコノミーのリスク・機会に沿った指標の整理（２/3）

線形経済に依存するリ
スク

循環経済に転換する機会 指標例 指標の例（企業の例）

市
場

 資源の枯渇に伴う
資源価格の高騰・
ボラティリティ拡大

 潜在的な財務への
影響

 枯渇性資源への依存度の
減少による原材料価格の
安定化

 ノンバージン(リユース・リサイクルされた製品・
材料を含む)の製造工程への投入量割合

 再生可能資源で回復可能な調達による材
料が原材料/材料の投入量に占める割合

 事業活動に投入した原材料の総重量におけ
る再生可能もしくはノンバージン素材の割合

BASF) 販売製品の構成に占める再生可能資源由来
の原材料の割合
Michelin) 材料効率指数(使用材料に対する製品性
能の比較)
ブリヂストン）資源生産性（売上高÷原材料使用
量）、再生資源または再生可能資源に由来する原材
料の比率

 一次資源が物理的
に入手困難になるこ
とによるサプライ
チェーンの分断

 枯渇性資源への依存度の
減少によるサプライチェーン
のレジリエンス向上

 リニアインフロー（再生不可能・バージン材の
投入量）の総量に占めるクリティカル資源の
割合

 収益に対するリニアインフロー（再生不可
能・バージン材の投入量）の総量

日産自動車) 新規採掘資源依存ゼロを目指し、再生
部品のカバレッジ倍増

 環境配慮素材・製
品への需要拡大を
受けた顧客喪失

 配慮型製品・サービスの新
市場・顧客獲得

 循環経済原則に沿って設計されている製品
(質量ベース)、サービス (収益ベース)の割合

Schneider Electric) “ecoDesign Way” 製品数
東芝）エクセレントECPの認定製品・サービス数（上市
時点で環境性能No.1を達成したもの）
花王）全ライフサイクルにおいて、科学的に地球が許容
できる範囲内の環境フットプリントである製品比率
Philips) Circular Revenue
クボタ）環境配慮製品（エコプロダクツ）認定件数と
全売上に占める割合

 再生材需要に対す
供給能力不足等に
よる顧客喪失

 再生材需要に応じたビジネ
ス戦略による市場拡大・顧
客獲得

 循環する製品に含まれる材料の割合(質量
ベース)：リユース/リファービッシュ/再製造、リ
サイクル

Renault) 新車における使用済自動車や他産業由来
のリサイクル材使用率
Nike）ブランドのフットウェアとアパレル製品に占めるリサ
イクル素材の割合

 環境配慮素材・製
品の開発や革新的
なデザインを受けた
既存製品の陳腐
化・顧客関係の薄
弱化

 リペア、リファービッシュ等の資
産の寿命向上を目指す循
環型ビジネスモデルによる、
新しいサービスベースのビジ
ネスモデルへの転換、顧客
関係強化

 リユースされる製品について、製品寿命に達
するまでの平均使用回数

Michelin) リトレッドタイヤと新品タイヤの販売比率
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（出典）Ellen MacArthur Foundation（2020）Circulytics, WBCSD（2020）Circular Transition Indicators v1.0、各社資料などより作成

サーキュラー・エコノミーのリスク・機会に沿った指標の整理（３/3）

線形経済に依存するリスク 循環経済に転換する機会 指標例 指標の例（企業の例）

評
判

 環境への影響が大きい素
材を使用している製品・ビ
ジネスモデルによるブランド
イメージの棄損

 国際的な市場・社会からの
環境配慮要請へ応じること
によるレピュテーション向上

 循環経済を進める上で、顧客とどの程度関
わっているか

 持続可能なサプライチェーンから調達されて
いる材料の割合

 持続可能な調達のためのサプライヤー規定
の有無

花王）成分情報が簡単に入手できる製品比率
（家庭用製品）
日清オイリオ）パーム油の認証油割合、搾油工
場トレース割合/搾油工場リスト
住友林業）輸入材における森林認証材販売比
率
ソニー）「ソニーサプライチェーン行動規範」、「ソ
ニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針」

 市場・社会からの環境配
慮要請への自社の対応に
対する従業員の不満リスク
（≒人材の獲得難）

 環境配慮の取組に賛同
する従業員獲得（≓人
材獲得）

 循環経済に係る戦略や方向性が社内で
浸透している程度、循環経済に関する研
修の有無

富士通）海洋プラスチック問題への対応の
需要性を解説する動画（多言語）の公開、
対馬エコツアーの提供
日本水産）事業所周辺の清掃活動「クリー
ンアップ作戦」への参加者数

 ESG投資家からの評価の
低下

 ESG投資家からの評価
の向上

 循環経済のトピックについて、外部の投資
家/金融機関との関わり方

メルカリ）決算説明会資料中で中長期的なありた
い姿として循環型社会の構築を提示



プラスチック資源循環分野のリスク・機会に沿った指標の整理（１/２）

リスク 機会 指標例（既存文献等） 指標例（企業）

政
策
と
法

 脱炭素社会への移行による、
化石資源利用の段階的な
廃止や化石資源の座礁資
産化、製造・リサイクル・焼
却等による温室効果ガス排
出への規制の強化

 プラスチック製造、販売、使
用、消費、廃棄をとりまく規
制や税制変更

 中国等のプラスチック廃棄
物の輸入規制

 化石資源利用及び温室効
果ガス排出に係るリスクの
低減

 資源エネルギー効率の向上
によるコスト削減

 国内処理量の増加による
市場の拡大

 廃棄されたワンウェイプラスチックの量（トン）
[WEF] [プラスチック資源循環戦略]

 プラスチック容器包装使用量（トン）[Global 
Commitment]

 循環型の流入・流出の量（トン）及び割合
（%）[WEF]

 プラスチック使用量（樹脂別）[UNEP]
 プラスチック添加剤の量と種類[UNEP]
 製品使用後の処理方法[UNEP]
 エンドオブライフにおける生分解またはリサイクル

の割合（%）[UNEP]
 短寿命もしくは容器包装用途のプラスチックの割

合（%）[UNEP]
 使用済プラスチックの有効利用率[プラスチック資

源循環戦略]

 三菱ケミカルHD）資源削減量（重
油換算トン）

 サントリー）PETボトルに使用する再
生材、環境配慮型素材の割合、プ
ラスチックの使用量、リサイクル率
（%）

 ソニー）製品1台あたりのバージンプ
ラスチック使用量

技
術

 リサイクルによる再生材の品
質低下や化学物質管理等
の適正処理・再生利用に
係る技術的課題

 プラスチック代替素材やバイ
オプラスチック等の新素材・
新技術の開発による既存
技術の競争力の低下

 革新的な環境配慮型の製
品・サービスの登場等による
既存製品・サービスの競争
力の低下

 素材選択、製品設計、選
別、リサイクル等にかかる技
術による機会創出

 プラスチック代替素材やバイ
オプラスチック等の新素材に
よる機会創出

 革新的な環境配慮型の製
品・サービスの開発による競
争力の向上

 革新的な技術開発、製品開発計画の設定  花王）革新的なフィルム容器の年間
普及量（個）

 カネカ）PHBH生産能力（トン/
年） （※2030年頃までに10～
20万トン/年という規模に段階的に
増強）

 Novamont）再生可能で責任ある
原料調達がされたバイオプラスチック
の割合

 既存文献や企業等の指標例をリスク・機会の各項目に沿って整理

（出典） World Economic Forum（2020）Toward Common Metrics and Consistent Reporting of Sustainable Value Creation 、UNEP（2014）VALUING 
PLASTIC: The Business Case for Measuring, Managing and Disclosing Plastic Use in the Consumer Goods Industry、IUCN（2019）Review of plastic 
footprint methodologies、各社資料などより作成 22



プラスチック資源循環分野のリスク・機会に沿った指標の整理(2/２)

リスク 機会 指標例（既存文献等） 指標例（企業）

市
場

 消費者の需要の変化
 需要の増大による再生材や

代替素材等の供給不足
 潜在的な財務への影響

 ３R（プラスチック代替素材、
再生材利用）、再生可能資
源の利用等が評価される製
品・サービスの市場拡大

 再生材や代替素材等の需要
の増大

 再生材及びバイオマス由来成分の
割合（%）[UNEP]

 再生材及びバイオマスプラスチックの
利用量[プラスチック資源循環戦略]

 プラスチック容器包装が再利用可能、
リサイクル可能、堆肥化可能である
割合（%）[Global 
Commitment]

 全てのプラスチック容器包装における
再生材の使用割合（%）[Global 
Commitment]

 リユース・リサイクル可能なデザインで
あるか[プラスチック資源循環戦略]

 容器包装のリユース・リサイクル率[プ
ラスチック資源循環戦略]

 エフピコ）リサイクル投入量（トン/年）
 ソニー）製品への再生プラスチック使用量
 セブン&アイHD）プラスチック製レジ袋の使

用量（トン）
 セブン&アイHD）オリジナル商品の容器に

使用する環境配慮型素材（バイオマス・生
分解性・リサイクル素材・紙、等）の割合

 花王）つめかえ・つけかえによる削減量、コ
ンパクト化による削減量

 三菱ケミカルHD）資源再生サービス提供
増加率（%）

 Veolia）プラスチック処理業務による収益
額（ドル/年）

 TOMRA Systems）高品質な飲料用プ
ラスチックボトルの収集量（トン/年）

評
判

 社会からの要請（不適切な
プラスチック利用・廃棄等への
懸念、3R・再生可能資源利
用の要請）

 ブランドイメージの棄損
 ESG投資家の関心の低下

 国際的な市場・社会からの環
境配慮要請へ応じることによ
るレピュテーション向上

 ESG投資家からの関心獲得

 プラスチック分野のESG対応に向けた
体制構築

 バイオマス原料の持続可能な調達
方針の設定

 三井化学）ESG推進室内に「気候変動・
プラスチック戦略グループ」を新設

 NatureWorks）フィードストックリサイクル
の割合（%）

物
理
的
（
直
接
的
）

影
響

 環境中に流出した廃プラス
チックによる海洋等の自然資
本への悪影響

 環境中への廃プラスチック流
出防止に資する製品・サービ
スの市場創出

 各種プラスチックフットプリント手法に
よる算出結果[IUCN]

 プラスチック製マイクロビーズを代替す
る取組等の 有無

 花王）洗顔料及び全身洗浄料のスクラブ
剤、歯みがき粉の顆粒として天然由来の成
分を使用

（出典） World Economic Forum（2020）Toward Common Metrics and Consistent Reporting of Sustainable Value Creation 、UNEP（2014）VALUING 
PLASTIC: The Business Case for Measuring, Managing and Disclosing Plastic Use in the Consumer Goods Industry、IUCN（2019）Review of plastic 
footprint methodologies、各社資料などより作成 23
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（出典）各機関のレポートより作成

 WBCSDとエレンマッカーサー財団がそれぞれCircularity測定のための指標を公表

 マテリアルフローに関する定義や測定方法は共通しており、企業は同じデータセットを活用可能

（参考）サーキュラー・エコノミーに関する既存の指標

Circulytics Circular Transition Indicators（CTI）

開発主体 エレン・マッカーサー財団 持続可能な開発のための経済人会議（WBCSD）

目的 企業全体のCircularityを評価し、CEを適用する企業の意思決定
や戦略策定をサポートする。強みや向上すべき部分を示し、企業の
CE移行について投資家や顧客へ透明性を高め、重要なステークホ
ルダーとともに新しい価値を生む機会を提供する

フレームワークを通じて、企業のCircularityへの移行の進捗状況を
把握・監視。シナリオ設定に活用するほか、調達先・顧客に関する
重要な意思決定への情報を提供したり、主要なステークホルダーに
助言することができる

指標の概要 • EnablerとOutcomeの2つのカテゴリ（7テーマで21～31指
標）で事業全体のCircularityの評価・スコア提供を行う

• 各社がフォームに回答し、財団のQualtricsプラットフォームへ提出
するとスコアカードが提供される

• 投入フロー（inflow）と排出フロー(生産物含むoutflow)を測
定する指標のセット

• オンラインのツールを公開しており、各社がリアルタイムにデータを更
新・結果を確認できる

対象セク
ター；範囲

全産業；企業ごと 全産業；企業ごと、ビジネスユニットや生産部門などの部門ごと

普及度 2020年1月の公開に先立ち、2019年には30社以上のパートナー
がテスト参加、2020年6月時点で500社超が利用（年間売上10
億米ドル超の企業も120社超）

2020年1月にダボス会議でオンラインツールを発表。会員の26企業
（13ヶ国13業種、合計売上1.7兆米ドル）との共同開発。公開
から1週間で50万以上の専門家・業界人へ様々な接点を設け、5
月までに200以上のCTIオンラインアカウントが作成された。

今後/拡大
方策

2020-2021年にかけて水循環や有害物質に関する追加指標、
SDGsとのリンク整理などを予定。スペイン語・ポルトガル語・中国語
の翻訳版も公表し、Webinarも開催

Webinarの他、オンラインツールを提供するCircular ではonline 
trainingsも開催
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（出典） Ellen MacArthur Foundation, Circulytics - measuring circularity

 EnablerとOutcomeの2つのカテゴリで事業全体のCircularityの評価・スコア提供を行う
（2020年1月発表）

（参考）エレンマッカーサー財団 Circulytics

• 重み付けをした指標スコアの合計（0～100）で企業を評価。
A+～Eの評価があり、企業へスコアカードが提供される。（各
社のスコアは非公開）

• 将来的は業界ごとのベンチマークの設定を目指す（同一産業
で5社以上のスコアカードが生成されれば業界平均を算出）

スコアカードのイメージ21～31指標

7テーマ

2カテゴリ

Enabler：CE移
行によって得られる
機会の評価

Outcome：エネルギー・
資源の使用量と廃棄・リ
サイクル量の実績値

Enablerの18設問は
次項に記載



26（出典） Ellen MacArthur Foundation, Circulytics - measuring circularity

（参考）Circulytics Enablerの設問

テーマ 設問（18問） ＃いずれも回答は選択形式

戦略と計画

• 1a.CEOのアジェンダにおいて循環経済はどの程度中心的なものか
• 1b.循環経済への移行に伴うリスクの特定、評価、管理のためのプロセスは、移行の結果生じるビジネス機会とともに、組織のリスク

管理に統合されているか
• 1c.戦略は、より循環的（circular）になることと整合しているか
• 1d.測定可能な循環経済目標はあるか
• 1e.以下のものは (例えば年次報告書に) 一般に公開されているか：循環経済戦略、測定可能な循環経済目標
• 1f.循環経済実施計画はあるか

イノベーション
• 2a.循環経済原則に沿った材料・製品・ビジネスモデルの設計に向けたイノベーション機能 (R&D、R&Iまたは新製品・サービスを開

発する機能) はどの程度あるか

人材・技能

• 3a.循環経済戦略と実施計画は、どの程度社内で伝達されているか
• 3b.循環経済に関する研修はどの程度行っているか
• 3c.循環経済の実装に特化した機能を担うのはどの役割か（フルタイム相当の役割を少なくとも半分CE実装に割く）：イノベーショ

ン (設計含む)、企業戦略、サプライチェーンマネジメント (調達含む)、生産管理(工場またはプロセス)、営業・マーケティング、会計
管理 (顧客関係)、循環経済/持続可能性担当、その他

システム・プロセス・
インフラ

• 4a.循環ビジネスモデルをサポートするのに適したIT・デジタルシステムは、どの程度まで整備されているか
• 4b.循環ビジネスモデルをサポートするためのプロセスはどの程度設定されているか
• 4c.循環ビジネスモデルをサポートするための適切なインフラはどの程度あるか

外部とのエンゲージ
メント/関係性

• 5a.循環経済原則に基づいた調達を増加させるため、サプライヤーとどの程度関わっているか
• 5b.循環経済を進める上で、顧客とどの程度関わっているか
• 5c.循環経済への移行をサポートするために、政策立案者とどの程度協力しているか
• 5d.循環経済のトピックについて、外部の投資家/金融機関とどの程度関わっているか
• 5e.循環経済に関するイニシアティブに参加または主導しているか：CE100 Network、Ellen MacArthur Foundation Food 

Initiative、Make Fashion Circular、New Plastics Economy Global Commitment、PACE、WBCSD Factor10 
Programme、その他

循環経済原則
• Design out waste and pollution：廃棄物・汚染などを出さない設計
• Keep products and materials in use：製品や資源を使い続ける
• Regenerate natural systems：自然のシステムを再生する



27（出典） Ellen MacArthur Foundation, Circulytics - measuring circularity

（参考）Circulytics Outcomeの設問

テーマ 設問 （業界によって）3～１１の設問

投入：
Inputs

• 6a. テクニカルサイクル（technical cycle）に適した材料（再生可能もしくは再生不可能）について、製造工程への投入量割合
 非バージン(リユース・リサイクルされた製品・材料を含む)
 バージンだが、再生可能資源で回復可能な調達
 バージンだが、再生可能資源で持続可能な調達(持続可能な方法で調達されたが、回復可能ではない材料)
 上記のいずれも該当しない/データなし

• 6b. バイオロジカルサイクル（biological cycle）に適した材料（再生可能）で使用中に消耗/劣化するもののうち、以下が原材料/材料の投入量に占める
割合
 副産物/廃棄物由来かつ元は回復可能/持続可能な方法で調達されたバージン材
 副産物/廃棄物由来
 バージンだが、再生可能資源で回復可能な調達
 バージンだが、再生可能資源で持続可能な調達 (持続可能な方法で調達されたが、回復可能ではない材料)
 上記のいずれも該当しない/データなし

• 6c. 事業活動に使用するエネルギー(電気・熱・燃料)のうち、再生可能エネルギーの占める割合

成果/排
出：
Outputs

• 7a. テクニカルサイクルに適した材料（再生可能もしくは再生不可能）のoutflow（質量ベース）のうち、埋立/焼却される廃棄物/副産物の割合
• 7b. 使用中に消耗/劣化するバイオロジカルサイクルに適した材料（再生可能）のoutflow（質量ベース）のうち、埋立/焼却される廃棄物/副産物の割合
• 7c. 循環経済原則に沿って設計されている自社製品の割合 (質量ベース)
• 7d.循環経済原則に沿って設計されている自社サービスの割合 (収益ベース)
• 7e. テクニカルサイクルに適した材料（再生可能もしくは再生不可能）のうち、製品の使用期間延長または使用強度向上を目的としたプログラムが実施されて

いる製品に使用されている割合(質量ベース)
 製品設計関連プログラム (例：製品の長寿命化設計など)
 ビジネスモデル関連プログラム (例：回収/リファービッシュのスキーム)
 該当するプログラムなし

• 7f. テクニカルサイクルに適した材料（再生可能もしくは再生不可能）のうち、以下の方法で循環する製品に含まれる割合(質量ベース)
 リユース/再配布 (事業者所有、または事業者所有の範囲外でも追跡される製品)
 リファービッシュ/再製造 (事業者所有、または事業者所有の範囲外でも追跡される製品)
 リサイクル
 上記のいずれも該当しない/データなし

• 7g. リユースされる製品について、製品寿命に達するまでの平均使用回収
• 7h. 生産するエネルギー(MWh単位)のうち、再生可能エネルギーの割合(非バイオマス由来及びバイオマス由来を含む)
• 7i. 年間総エネルギー生産量 (MWh)（7h.への回答の比較検討のため）
• 7j. 各カテゴリのうち、循環経済原則に基づいている、または循環経済の基準適用 (サポートドキュメントを要する) の割合
 貸出（融資）、株式投資、資産運用

• 7k. 前の事業年度末時点での各カテゴリの合計サイズ(米ドルまたは現地通貨) （7j.への回答の比較検討のため）
 貸出（融資）、株式投資、資産運用

• 7l. PPE資産(使用期間1年以上の有形固定資産)の耐用年数終了後の、循環経済原則に準拠した計画の有無

＃事業プロセスで使用する材料タイプと企業の業種分類によって
回答が求められる設問が異なる
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（出典） WBCSD （2020）Circular Transition Indicators v1.0

 WBCSDのFactor 10プロジェクトの一部であるCircular Metricsワーキンググループが、
Circular Transition Indicators(CTI) を開発(2020年1月発表）

 CTIのフレームワークを通じて、企業は循環性（Circularity）への移行の進捗状況を把握・監
視し、重要な意思決定への情報を提供したり、主要なステークホルダーに助言することができる

（参考） WBCSD Circular Transition Indicators

CTIは企業におけるマテリアルフローに基づく評価を行う
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（出典） WBCSD （2020）Circular Transition Indicators v1.0

 CTIでは企業のバウンダリー内（企業全体、ビジネスユニットや生産部門などの部門単位）で投
入フロー（inflow）と排出フロー(生産物含むoutflow)を測定し、Circularityを測定

（参考） WBCSD Circular Transition Indicators

注）CTIの開発にあたっては実施したパブリックコ
ンサルテーションでは2,000以上のフィードバックが
あり、他にも以下の指標の必要性が指摘された

• 環境・社会への影響
• 土地利用
• 物質の毒性・安全性
• 耐久性や使用最適化などの循環戦略

（Circular strategies）
• ファイナンス、投資の評価基準
• 地域特性
• 価値創造とビジネスパフォーマンス創出され

た雇用の数と質

Close the 
loop

% circular inflow
事業活動に投入した原材料の総重量における再生可
能もしくはノンバージン素材の割合

% circular outflow リカバリが可能かつ実際に回収した素材の割合

% water 
circularity

開発中
※2021年の改定時に発表予定

% renewable 
energy

年間エネルギー使用量における再生可能エネルギー使
用量の割合

Optimize 
the loop

% critical material リニアインフローの総量に占めるクリティカル資源の割合

% recovery type
リカバリタイプ別（生分解、リサイクル、再製造、修復、
リユースなど）の資源の回収・循環の割合

Value the 
loop

Circular material
productivity

収益に対するリニアインフローの総量

CTIの指標一覧

注）リニアインフロー：再生不可能・バージン材の投入量



30（出典）GRI “GRI STANDARDS DOWNLOAD CENTER”

 GRIでは、共通スタンダードと項目別スタンダードがあり、項目別スタンダードのうち「環境」分野では
サーキュラー・エコノミーに関係する開示項目が多数含まれる。

 例えば、「原材料」及び「廃棄物」において以下の開示項目が示されている。

（参考）GRI Standardの環境に関する項目

GRI301：原材 (Materials) GRI306：廃棄物 (Waste)

原材料投入量

再生原料投入量

回収・再使用・再生された製品とその包装原料

廃棄物と廃棄物関連の重大なインパクト

廃棄物関連の重大なインパクトのマネジメント 廃棄物発生量

処分されずに再利用やリサイクルされた廃棄物
処分された廃棄物



（参考）UNEPレポートにて言及されているプラスチック関連の開示指標について

（出典）UNEP(2014)VALUING PLASTIC: The Business Case for Measuring, Managing and Disclosing Plastic Use in the Consumer Goods Industry

 UNEPのレポート「VALUING PLASTIC」では、主な企業のプラスチック情報の開示状況（プラス
チック量についての開示、再生材・バイオ由来・再利用量）を分析。

 また、UNEPが支援しているPlastic Disclosure Project（PDP）は、企業がプラスチックのマネ
ジメントのパフォーマンスを報告するのを支援しており、その報告ガイドラインの要点を示している。

プラスチック使用量について
企業が開示している割合（業界別）

再生材・バイオ由来・再利用量について
企業が開示している割合（業界別）
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（参考）UNEPレポートにて言及されているプラスチック関連の開示指標について

（出典）UNEP(2014)VALUING PLASTIC: The Business Case for Measuring, Managing and Disclosing Plastic Use in the Consumer Goods Industry

 UNEPのレポート「VALUING PLASTIC」では、主な企業のプラスチック情報の開示状況（プラス
チック量についての開示、再生材・バイオ由来・再利用量）を分析。

 また、UNEPが支援しているPlastic Disclosure Project（PDP）は、企業がプラスチックのマネ
ジメント状況を報告することを支援しており、その報告ガイドラインの要点を示している。

企業のプラスチックのマネジメント状況の開示にあたって、キーとなる定量的な設問（PDP）
• 企業の運営とサプライチェーンにおけるプラスチック推定使用量（トン）

 企業は、運営で使用されるプラスチック量（もしくは直接的なプラスチック使用量）を最小量として開示することができる
 企業は、使用される添加剤の種類と量についても開示することができる。追加的な設問：どのような種類及び量のケミカル及び添加剤が製造プロセスで使われてきた

か。どのような種類及び量が、大気中、陸域、水域に排出されてきたか。どのような種類及び量が製品及び容器包装中に残存しており、使用段階及び廃棄段階に
おいてどのように毒性が生じうるか。

• 使用する計算方法の説明
 スコープとバウンダリーは明確にされなければならない。可能であれば、外部供給者からの購入部品についてプラスチック含有量の追加的な情報を提供することができ

る。
• 製品及び容器包装に使用されているプラスチックの主な種類、量

 可能なら、これらの数値は、調達場所によって、企業レベルと製品レベルの両方で開示してよい。また、製品カテゴリとパッケージに分割してよい（３階層）。
 追加的な設問：製造段階において原料が無駄に廃棄されてきた割合と、それに対してどのように対応しているか。それらは埋立、熱回収を伴わない焼却、熱回収を

伴う焼却、内部でのリサイクル、外部でのリサイクル、再利用に向かうのか。これは製品中のプラスチック及び容器包装中のプラスチックに適用される。可能であれば、こ
の情報は、外部から提供されたプラスチック部材についても提供することができる。

• 再生材が使用される場合の、トータルの原料のうち再生材もしくはバイオ由来素材の割合。
 可能ならば、この数値は、企業レベルと製品レベルの両方で開示し、また、製品カテゴリとパッケージに分割してよい（３階層）。例えばリサイクル技術の種類（例：

材料リサイクル、ケミカルリサイクル）及び使用されるバイオマスの種類（例：トウモロコシ、サトウキビ）といった再生材、バイオマス由来含有分について種類の情報を
提供することができる。

• 廃棄段階において生分解もしくはリサイクルされる使用済みプラスチックの割合
 その機関は、製品及び容器包装に使用されたプラスチックが消費者に使用されたあとどうなるか意識しているか。どのような割合が、埋立もしくは他の処理場所で処分

されているか。どのくらいが熱変換（%）、リサイクル（%）によって回収されているか。
 非管理廃棄物及び管理廃棄物、埋立、焼却、熱回収を伴う焼却、リサイクル、再利用、堆肥化、及びその他の利用方法（例えば燃料変換）にブレイクダウンされ

るグローバルデータ。収集された製品及び容器包装の量、回収（recover）された材料の種類、及び回収プロセスにおけるロス率等の潜在的な回収計画の情報。
• 短寿命製品もしくは容器包装に使用されるプラスチックの割合

 このデータポイントは、プラスチック使用の効率を部分的に評価するのに使用することができる。
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（参考）New Plastic Economy Global Commitmentにおけるプラスチック関連の指標

 エレン・マッカーサー財団が主導するイニシアティブであるNew Plastic Economyでは、企業や政
府機関等に2025年までのプラスチック使用削減等についての目標を掲げ署名を求めるGlobal 
Commitmentを実施している。

 企業等は、プラスチック容器包装使用量等について、現状及び目標を公表している。

（出典）New Plastic Economy Global Commitment JUNE 2019 REPORT

企業のコミットメントの例
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34（出典）World Economic Forum: “Toward Common Metrics and Consistent Reporting of Sustainable Value Creation”

 ESG情報開示におけるフレームワークや指標が複数存在し、互いに整合的ではない場合があるこ
とが、企業が信頼性を担保した形で意味のあるサステナビリティへの貢献の進捗を発信できない原
因とし、 2020年１月、 WEFがESG情報開示における共通開示のコンサルテーションペーパーを
公表。2020年中に取りまとめ予定。

 「Principle of Governance」、「Planet」、「People」、「Prosperity」の４本柱それぞれで、
主要（Core）と拡張（Expanded）の２種類の指標・開示項目を提案。

 「Planet」の拡張指標・開示項目として、固形廃棄物、資源利用可能性の２テーマが挙げられ、
サーキュラー・エコノミーとプラスチック資源循環に関する指標が含まれている。

（参考）世界経済フォーラム(2020) ESG情報開示の共通基準における指標

テーマ 指標・開示項目

固形廃棄物 ワンウェイプラスチック
バリューチェーン上でマテリアルな場合は報告：廃棄されたワンウェイプラスチック
の量（トン）

固形廃棄物の廃棄による影響
バリューチェーン上でマテリアルな場合は報告：プラスチックや他の廃棄物スト
リームを含む固形廃棄物の廃棄による社会的影響の評価

資源利用可能性 資源の循環性
循環型の流入（inflow）/流出 （outflow）の量（トン）、割合（%）



（参考）プラスチック資源循環戦略（概要）

＜リデュース＞

①2030年までにワンウェイプラスチックを累積25％排出抑制

＜リユース・リサイクル＞

②2025年までにリユース・リサイクル可能なデザインに

③2030年までに容器包装の６割をリユース・リサイクル

④2035年までに使用済プラスチックを100％リユース・リサイ
クル等により、有効利用

＜再生利用・バイオマスプラスチック＞

⑤2030年までに再生利用を倍増

⑥2030年までにバイオマスプラスチックを約200万トン導入

重点戦略

廃プラスチック有効利用率の低さ、海洋プラスチック等による環境汚染が世界的課題

我が国は国内で適正処理・3Rを率先し、国際貢献も実施。一方、世界で2番目の1人当たりの容器包装廃棄量、アジア各国での輸入規制等の課題

背景

のみならず、 や ⇒ に貢献
を通じて、マイルストーンの達成を目指すことで、

 途上国における実効性のある対策支援（我が国のソフト・ハードインフラ、技術等をオーダーメイドパッケージ輸出で国際協力・ビジネス展開）
 地球規模のモニタリング・研究ネットワークの構築（海洋プラスチック分布、生態影響等の研究、モニタリング手法の標準化等）

国際展開

リデュース等
ワンウェイプラスチックの使用削減(レジ袋有料化義務化等の「価値づけ」)
石油由来プラスチック代替品開発・利用の促進

プラスチック資源の分かりやすく効果的な分別回収・リサイクル
漁具等の陸域回収徹底
連携協働と全体最適化による費用最小化・資源有効利用率の最大化
アジア禁輸措置を受けた国内資源循環体制の構築
イノベーション促進型の公正・最適なリサイクルシステム

リサイクル

利用ポテンシャル向上（技術革新・インフラ整備支援）
需要喚起策（政府率先調達（グリーン購入）、利用インセンティブ措置等）
循環利用のための化学物質含有情報の取扱い
可燃ごみ指定袋などへのバイオマスプラスチック使用
バイオプラ導入ロードマップ・静脈システム管理との一体導入

再生材
バイオプラ

プラスチックごみの流出による海洋汚染が生じないこと（海洋プラスチックゼロエミッション）を目指した

ポイ捨て・不法投棄撲滅・適正処理
海岸漂着物等の回収処理
海洋ごみ実態把握(モニタリング手法の高度化)

海洋プラス

チック対策

基本原則：「3R＋Renewable」 【マイルストーン】

社会システム確立（ソフト・ハードのリサイクルインフラ整備・サプライチェーン構築）
技術開発（再生可能資源によるプラ代替、革新的リサイクル技術、消費者のライフスタイルのイノベーション）
調査研究（マイクロプラスチックの使用実態、影響、流出状況、流出抑制対策）
連携協働（各主体が一つの旗印の下取組を進める「プラスチック・スマート」の展開）

基盤整備

資源循環関連産業の振興

情報基盤（ＥＳＧ投資、エシカル消費）
海外展開基盤

マイクロプラスチック流出抑制対策(2020年までにスクラブ製品のマイクロビーズ削減徹底等）
代替イノベーションの推進

令和元年5月31日
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「我々は、議長国を務める日本の下でＧ２０資源効率性対話のロードマップが策定されることを期待する。」

（参考）Ｇ２０大阪サミットの成果について

G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組

・G20持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合で採択

大阪ブルー・オーシャン・ビジョン

「社会にとってのプラスチックの重要な役割を認識しつつ、改善された廃棄物管理及び革新
的な解決策によって、管理を誤ったプラスチックごみの流出を減らすことを含む、包括的なライ
フサイクルアプローチを通じて、２０５０年までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロ
にまで削減することを目指す。」

「我々はまた、「Ｇ２０海洋プラスチックごみ対策実施枠組」を支持する。」

・G20首脳が、共通のグローバルなビジョンとして共有
・他の国際社会のメンバーにもビジョンを共有するよう求める

資源効率性対話

・実施枠組の成果の共有の場として活用
・軽井沢での大臣会合でＧ２０資源効率性対話のロードマップを策定することに合意、
この合意を、サミットでも承認

(1) Ｇ２０各国は、以下のような自主的な取組を実施し、効果的な対策と成果を共有、更新
①適正な廃棄物管理、②海洋プラスチックごみの回収、③革新的な解決策（イノベーション）の展開、
④各国の能力強化のための国際協力など

(2) Ｇ２０各国は、協調して、①国際協力の推進、②イノベーションの推進、③科学的知見の共有、
④多様な関係者の関与と意識向上等を実施するとともに、Ｇ２０以外にも展開

・上記を、 G20首脳が承認
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（参考）価値協創ガイダンスにおける「戦略」の記載



38（出典）気候関連財務情報開示タスクフォースの勧告：最終報告書（サステナビリティ日本フォーラム、私訳、2018年10月）より作成

 特定した短中長期のリスクと機会、それらが事業、戦略、財務計画に及ぼす影響、シナリオを考慮
した組織戦略のレジリエンスが挙げられている。

（参考）TCFD提言における「戦略」の推奨開示項目

戦略：気候関連のリスクと機会が組織の事業、戦略、財務計画に及ぼす実際の影響と潜在的な影響について、その情報が重要（マテリアル）な場合
は、開示する。

推奨開示 a）
組織が特定した、短期・
中期・長期の気候関連
のリスクと機会を記述す
る。

組織は、以下の情報を提供すべきである：
⁻ 組織の資産またはインフラストラクチャーの耐用年数と気候関連事項は往々にして中長期にわたり顕在化するという事実を考慮して、適切と思わ

れる短期・中期・長期の時間的範囲の記述
⁻ 時間的範囲（短期・中期・長期）ごとに、組織に重要（マテリアル）な財務への影響を与える可能性のある具体的な気候関連事項の記述
⁻ どのリスクと機会が組織に重要（マテリアル）な財務への影響を与える可能性があるかを判断するプロセスの記述
組織は、セクターおよび/または地域別にリスクと機会の内容を適宜提供することを考慮すべきである。

推奨開示 b）
気候関連のリスクと機会
が組織の事業、戦略、
財務計画に及ぼす
影響を記述する。

組織は、推奨開示事項（a）を基に、特定した気候関連事項がその事業や戦略および財務計画にどのように影響しているかについて考察すべきである。
また、事業と戦略に関する以下の分野への影響も考慮すべきである：
‒ 製品とサービス
‒ サプライチェーンおよび/またはバリューチェーン
‒ 適応と緩和活動
‒ 研究開発関連投資
‒ 事業運営（事業の種類や施設の所在地を含む）
組織は、気候関連事項がどのようにして財務計画策定プロセスに取り込まれるか、その所要期間、および気候関連のリスクと機会の優先順位をどのよう
に決めるのかを記述すべきである。
開示情報は、該当組織の価値を創出する能力に対し、長期的に影響を及ぼす要因が相互に作用しあう際の全体像を示すことが望ましい。また、開示
情報には、以下の分野の財務計画に対する影響を記載することも考慮すべきである：
‒ 運営費用と収益
‒ 資本的支出および資本配分
‒ 事業買収または資産売却（ダイベストメント）
‒ 資本調達
組織の事業戦略や財務計画を開示するために気候関連のシナリオを使用する場合、当該シナリオについても記述すべきである。

推奨開示 c）
2℃以下のシナリオを含
む異なる気候関連のシ
ナリオを考慮して、組織
戦略のレジリエンスを記
述する。

組織は、2℃以下のシナリオに合致した低炭素経済への移行、およびその組織が該当する場合は、物理的気候関連リスクの増加と整合したシナリオを
考慮した上で、気候関連のリスクと機会に対する自身の戦略にどの程度レジリエンスがあるかを記述すべきである。
組織は以下の事項を検討すべきである：
‒ 自らの戦略において気候関連のリスクと機会の影響を受ける可能性があると考えている立地
‒ そのような潜在的なリスクと機会に対処するために戦略をどのように変更するか
‒ 検討に際し考慮された気候関連のシナリオと時間的範囲
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（出典）経済産業省（2017）価値協創ガイダンス

 企業が事業を通じて自らの価値観を具体化し、企業価値を高めていくための道標、また達成度を
測る尺度としてKPIを定めるべき とする。

（参考）価値協創ガイダンスにおける成果と重要な成果指標（KPI）の記載

• 01. 結果を出さずに100 年の計を語っても投資家やス
テークホルダーからの信頼を得ることはできない。企業が持
続的な企業価値を向上させるためには、まず自社がこれ
まで経済的価値をどのぐらい創出してきたかを振り返るとと
もに、経営者が財務的な業績をどのように分析、評価
しているかを示すべきである。

• 02. それとともに、企業が事業を通じて自らの価値観
〔1.〕を具体化し、企業価値を高めていくための道標と
して、また、その達成度を測る尺度として、成果を評価
する重要指標（Key Performance Indicator、
KPI）を予め定め、投資家に示しておくことが有益であ
る。不言実行は美徳だが、投資家に対する説明力を高
め信頼を得るには、自社の戦略や計画の決定とともに成
果指標（KPI）を定め、成果についての自⼰評価を示
すことが重要である。



40
（出典）気候関連財務情報開示タスクフォースの勧告：最終報告書（サステナビリティ日本フォーラム、私訳、2018年10月）

 TCFDでは気候変動に関して、その情報が重要（マテリアル）な場合、気候関連のリスクと機会を
評価し、マネジメントするために使用される測定基準（指標）とターゲットを開示するように求める

（参考） TCFD最終提言書：測定基準（指標）とターゲット

a) 組織が自らの戦略とリ
スクマネジメントに即して、
気候関連のリスクと機会
の評価に使用する測定基
準（指標）を開示する

• 組織は、表1と2※に記載された気候関連のリスクと機会の測定とマネジメントに使用される主要な測定基準（指標）を提供すべき
である。水、エネルギー、土地利用、廃棄物マネジメントに関する気候関連リスクの測定基準（指標）も、関連性と必要に応じ、記載
することを考慮すべきである。

• 気候関連事項が重要（マテリアル）な場合、組織は、関連するパフォーマンス測定基準指標）が、報酬規定に組み込まれているかどう
か、それがどのように反映されているか記述することを考慮すべきである。

• 該当する場合、組織は、低炭素経済向けに設計された製品やサービスからの収益など、気候関連の機会の測定基準（指標）とともに、
組織で用いられているインターナル・カーボンプライシングを提供する必要がある。

• 測定基準（指標）は、トレンド分析を可能にするために、過去の一定期間のものも提供する必要がある。それが明白でない場合には、
気候関連の測定基準（指標）の算出または推定に用いた方法論の説明も提供すべきである。

b) スコープ1、スコープ2、
該当する場合はスコープ3
のGHG 排出量、および
関連するリスクを開示する

• 組織は、スコープ1およびスコープ2のGHG排出量と、該当する場合は、スコープ3のGHG排出量とそれに関連するリスクを説明すべきで
ある。

• GHG排出量は、組織や法的管轄区域を越えて集計と比較ができるようにするため、GHGプロトコルの方法論に沿って計算すべきである。
適宜、一般的に普及している産業別GHG効率比の提供も考慮すべきである。

• GHG 排出量および関連する測定基準（指標）は、トレンド分析を行えるように、過去の一定期間のものを提供すべきである。それが
明白でない場合、組織は、測定基準（指標）を算出または推定するために使用した方法論の説明も提供すべきである。

c) 気候関連のリスクと機
会をマネジメントするため
に組織が使用するターゲッ
ト、およびそのターゲットに
対するパフォーマンスを記
述する

• 組織は、今後予想される規制要件または市場の制約、その他のゴールに即して、GHG排出量、水使用量、エネルギー使用量などの主
要な気候関連ターゲットを記述すべきである。その他のゴールには、効率性や財務目標、財務損失の許容範囲、製品ライフサイクルを
通じて回避されたGHG 排出量、または低炭素経済向けに設計された製品やサービスからの正味の収益目標などがある。

• これらのターゲットを記述する際には、以下の記載を考慮すべきである：
－ ターゲットが絶対量ベースであるか原単位ベースであるか
－ ターゲットが適用される時間軸
－ 進捗状況を推定する際の基準年
－ ターゲットの進捗状況を評価するために使用している重要なパフォーマンス指標
それが明白でない場合、組織は、ターゲットと量を計算するために使用した方法論の記述を提供すべきである

※表1：気候関連のリスクと財務への潜在的な影響の例を、移行リスク（政策と法、テクノロジー、市場、評判）及び物理的リスク（急性的、慢性的）に分けて整理
表2：気候関連の機会と財務への潜在的な影響の例を、資源効率、エネルギー源、製品とサービス、市場、レジリエンスに分けて整理



１．ガバナンスの記載方針・記載事項

２．戦略、指標と目標の記載方針・記載事項

３. ご議論いただきたい論点
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 ご議論いただきたい論点は以下のとおり。

ご議論いただきたい論点

論点：「ガバナンス」に相当する項目について

 ガバナンスに含めるべき項目として、P.3に示した３項目で過不足がないか。
a. 取締役会及び／または委員会（監査、リスクその他の委員会など）において、サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循

環を議題として取り上げ、モニターし評価する体制を構築しているか。

b. サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環に関する全社的・中長期的な方針等を具体化する「戦略」や「指標と目標」
の進捗を、PDCAサイクルの中で定期的にモニターし、改善に向けて取り組んでいるか。

c. サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環に関する全社的・中長期的な方針等が、社内に浸透するプロセスを有してい
るか。

論点：「戦略」に相当する項目について

 戦略に含めるべき項目として、P.10に示した以下の２項目で過不足がないか。

a. サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環に関する全社的・中長期的な方針等のもと、マテリアリティとして特定したリ
スクをどのように機会に転換していくかについて具体化しているか。
なお、事業や地域等に応じてリスクと機会は異なり得るため、事業を複数展開する企業やグローバルに展開する企業にお
いては、適切な範囲で説明することが望ましい。

b. 短期・中期・長期の視野でリスクに備えるとともに、どのような資産への投資や経営資源の配分等を行って、サーキュラーエ
コノミーやプラスチック資源循環を差別化要素、競争優位性につなげていくのか。
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 ご議論いただきたい論点は以下のとおり。

ご議論いただきたい論点

論点：「指標と目標」に相当する項目について

 指標と目標に含めるべき項目として、P.11に示した２項目で過不足がないか。

a. 戦略の進捗を示すKPIを設定しているか。目標値とともに示すことが望ましい。
b. 特定したリスクと機会を評価する指標を設定しているか。その際、a.で設定したKPIと合わせて示すことで、戦略

が価値創造、リスクマネジメントにつながっているか、ストーリー性を持って確認できることが望ましい。

 サーキュラー・エコノミーやプラスチック資源循環は多様な取組があり、また、それに伴うリスク
と機会は、自社のビジネスモデルや資産の寿命、操業地の地理的位置状況等などに左右
される一方で、リスクと機会を評価・管理するためには一定程度の客観的な指標が有用だ
と考えられる。従って、ガイダンス中では、第３回の研究会で示したリスクと機会に沿って指
標を整理し、提示する方針でいかがか。

 多様な事業者がいることを踏まえると、ライフサイクルの段階ごとにどのような指標が適用でき
るかも併せて示すことは有用ではないか。

 整理した指標に、過不足があるか。また、企業例として他に相応しいものがあるか。


